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女性の妊孕性は，年齢が高くなるほど低下する．米国では養子縁組が広く普及しているため，子ど

もをもうけることができない夫婦でも子どもを持つことができるが，日本では米国のような状況では

ないため，女性の加齢とともに，夫婦が子どもを持つ可能性は確実に低下する．本論文では，加齢と

ともに女性の妊孕性が低くなるという知識（特に，女性は 30代と比べて 40代の受胎率は低くなると

いう知識）の有無によって，子どもを持つ主観的期待確率に違いがあるかどうかを，全国レベルの個

票データを用いて検討する．分析の結果，子どもがいない 40代前半の女性及びその年齢の配偶者を

もつ男性のグループは，正しい妊娠知識がある人より，正しい妊娠知識がない人のほうが，生涯にわ

たり子どもを持つ主観的期待確率が，10％程度高いことがわかった．このことは，妊娠についての

正しい知識の普及により，妊娠適齢期に子どもを産むことを促すことで，子どもを持つことができる

夫婦が増え，結果として，日本の少子化に歯止めをかける一助となる可能性があることを示唆する．

JEL Classification Codes : I12, J13, J16

1．はじめに

女性の妊孕性（妊娠のしやすさ）は，年齢とと

もに低下する．女性は，30 歳を超えると妊孕

性が少しずつ低下し，35歳を過ぎると妊孕性

の低下は加速され，40歳を過ぎて妊娠する確

率はわずかとなる（日本生殖医学会，2013）1）．

日本においては，女性の大学進学率上昇や労働

力率の上昇により，女性の社会参加が進み，晩

婚化・晩産化が急激に進行している2）．また，

合計特殊出生率は，2005年の 1.26を底に，そ

の後やや上昇しているものの，長期的な低下傾

向にあり，このような背景のもと，不妊に悩む

女性が増加している（Raymo, 2003 ; Retherford

et al., 2001）3）．

一方，米国では，経口避妊薬の普及，高学歴

化や専門職に従事する女性の増加により，出産

を遅らせることで，加齢による不妊を経験する

女性の数が増加してきた（Gumus and Lee,

2012 ; Bitler and Schmidt, 2012）．しかし，米国

では，不妊であっても子どもを持つことができ

る選択肢がある．その 1つは，養子縁組である．

また，実際には利用する女性は少ないものの，

若い女性からのドナー卵子を用いた生殖補助医

療がある．このドナー卵子を用いた生殖補助医

療により，加齢による妊孕力低下を回避するこ

とができる4）．

日本の夫婦の場合，生物学的なつながりのあ

る子どもに強い選好を持っている．そのため，

子どもを望む夫婦は，まず，不妊治療を選択し，

それでも子どもに恵まれなかった場合に初めて

養子を考慮する，あるいは，考慮さえしない，

という実子優先の辞書的選好を持つ傾向が強く，

養子を選択する夫婦が少ない（Moriguchi 2010，

森口 2012）．その結果，生物学的につながりの

ない家庭に養子として引き取られている子ども

数は，出生数 10 万人あたりで，米国では 170

人であるが，日本ではわずか 6人である（Mori-

guchi 2013）5）．さらに，日本では，米国と異な

り，第三者からの卵子提供は禁止されており，

卵子提供による生殖補助医療を行っている施設

は国内にはほとんどない（日本産科婦人科学会，

2004）6）．そのため，現在の日本では，ドナー

卵子を用いた生殖補助医療という選択肢が存在

せず，女性の妊孕性は加齢とともに低下してゆ

く．米国では，養子縁組や若い女性からのドナ
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ー卵子を用いた生殖補助医療により，40歳代

になった女性でさえも子どもを持つことが可能

だが，日本では，これらの選択肢はない．その

結果，女性の加齢に伴い子どもを持つ可能性が

確実に低下するのが現実である．そのため，子

どもを持つ時期について意思決定する日本の夫

婦，さらにはこれから結婚を考える若者にとっ

てはより一層，年齢と妊娠との関係についての

正確な知識が必要となる．それにもかかわらず，

Bunting et al.（2013）の実施した国際比較調査に

よると，妊娠に関する知識について，日本は対

象となった 79か国中最下位レベルであった7）．

これまで，欧米では，妊娠知識に関する研究が

蓄積されてきたが，日本ではこれまで，人々が

正しい妊娠知識を持っているのかどうかを検証

する全国的調査すら実施されてこなかった．そ

こで筆者らは，日本に居住する一般の成人男女

を対象にして，妊娠知識に関する全国的な調査

を実施し，その調査結果を用いて，女性の年齢

と妊娠に関する正確な知識（30代の女性と比べ

て，40代の女性は妊孕力が低下する知識等）が，

主観的期待確率（具体的には，5年後，生涯，2

人以上の子ども，3人以上の子どもを持つ主観

的期待確率）にどのように影響を与えるのかに

ついて検討した．

分析の結果，以下のことが明らかになった．

すなわち，日本において，25歳から 39歳の子

どものいない女性，および，その年齢層の配偶

者を持つ子どものいない男性のグループでは，

正しい妊娠知識を持っている人と，正しい妊娠

知識を持っていない人との間に，子どもを持つ

ことの主観的期待確率に有意な差はなかった．

しかし，子どものいない 40歳代前半層の女性，

および，この年齢層の配偶者を持つ子どものい

ない男性のグループでは，生涯にわたり子ども

を持つ主観的期待確率，5年以内に子どもを持

つ主観的期待確率，および，生涯にわたり 2人

以上の子どもを持つ主観的期待確率が，正しい

妊娠知識を持っている人より，正しい妊娠知識

を持っていない人のほうが約 10％高くなって

いた．正しい妊娠知識を持っていない，これら

子どものいない人々は，現実には，40 歳代前

半の女性が妊娠することは困難である（Ameri-

can Society for Reproductive Medicine, 2012）に

もかかわらず，今後も子どもを持つことが可能

であるということを楽観的に考えている．その

ため，これらの人々は子どもが欲しくても持て

ない状況に陥る可能性が極めて高い．

そのため，男性も女性も，女性の妊孕性が

40歳を超えると低下するという事実を知るこ

とは，女性が 40歳になるまでに妊娠すること

を選択することにより，子どもを持つ可能性を

上昇させることをもたらし，人々にとって，子

どもを持つことや夫婦の子ども数が，より最適

なものとなることが考えられる．

2．データ

本論文の分析に用いるデータは，「くらしと

仕事に関する調査（Japanese Longitudinal Sur-

vey on Employment and Fertility；以下 LO-

SEF と略す）」である．LOSEF は，日本学術

振興会科学研究費補助金・特別推進研究「世代

間問題の経済分析」が実施した全日本規模のア

ンケート調査である．2012 年 2 月にパイロッ

ト調査が実施され，2012 年 9〜10 月に第 1 回

本調査が行われた．この調査の対象者は，日本

全国に在住する 20歳から 49歳の男女である．

LOSEFは，株式会社インテージのモニターと

して登録されている者の中から，日本の総務省

「国勢調査」による性・年代・地域の人口比率

と，総務省「就業構造基本調査」による，有業

者・無業者比率をもとに，可能な限り無作為抽

出に近くなるよう，サンプルの割り付けを行っ

ている．アンケートは郵送で行われ，第 1回本

調査では，20 歳から 49 歳の男女合計 5000 人

を調査対象者としており，有効回答数は 4787

人であった．パイロット調査も同様の方法で行

われ有効回答数 2114人を得ている．パイロッ

ト調査と第 1回本調査のデータを統合したサン

プルは 6901人である．

LOSEF では，仕事，学歴，結婚，子育てな

どに関して，多岐にわたる質問を行っている．

とりわけ，妊娠に関する知識，子どもを持つ主

観的期待確率について調査対象者に質問すると
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いう，日本ではこれまで実施されてこなかった

非常に優れた特徴がある．

「妊娠に関する知識」としては，Bunting et

al.（2013）によって構築された 13の妊娠に関す

る質問からなる Cardiff Fertility Knowledge

Scaleを使用した8）．Bunting et al.（2013）にある

13の妊娠に関する質問のうち，LOSEFでは以

下の 3つの質問を選んだ．調査対象者は，これ

らの質問に対し「そう思う／そう思わない」か

ら 1つを選ぶ．下線部分が正しい知識である．

� 「今日では，40 代の女性でも 30 代の女性

と同じくらい妊娠する可能性がある」（そう

思う／そう思わない）

� 「喫煙で女性の受胎能力は低減する」（そう

思う／そう思わない）

� 「性感染症に罹ったことのある人は，受胎

能力が減少する」（そう思う／そう思わな

い）

これらの質問に対し，正しい知識を 1，間違っ

ている知識を 0とした．

また，LOSEF では，米国の National Longi-

tudinal Survey of Youth 1997（NLSY1997）と同

じ質問を用いて，子どもを持つ主観的期待確率

について質問している．調査対象者が回答する，

主観的期待確率の値は 0％から 100％の間にあ

り，0 は「可能性が 0％」を，100 は「可能性

は 100％」を表す．質問は次の通りである．

� 「今後 5年間のうちに第 1子を持つ可能性

は何パーセントですか」

� 「生涯にわたり，お子さんを持つ可能性は

何パーセントですか」

� 「生涯にわたり，3 人以上のお子さんを持

つ可能性は何パーセントですか」

� 「生涯にわたり，2 人以上のお子さんを持

つ可能性は何パーセントですか」

この質問は，調査対象者が女性の場合は自分の

産む子どもについて，調査対象者が男性の場合

は配偶者が産む子どもを想定して回答する．日

本では，子どもを持つ場合，「実子」を想定し

ており，「養子」を想定する人はほとんどいな

いため，ここでは「実子」についての可能性と

する．

3．誰が正しい妊娠知識を持っているのか

はじめに，どのくらいの人が正しい妊娠知識

を持っているのか，3つの質問項目について概

観する．表 1に，正しい妊娠知識保有割合を男

女別および学歴別にまとめた．

「今日では，40代の女性でも 30代の女性と同

じくらい妊娠する可能性がある」という女性の

加齢に伴う妊孕性低下について，正確な知識を

保有している割合は，男性は 49.7％，女性は

58.8％と，男女ともに約半数のみである．

Quach and Librach（2008）では，カナダの高校

生を対象に妊娠知識についての 12項目の質問

を行っており，そのうち，「40歳になっても赤

ちゃんを産むことは容易である」という問いに

対し，女性のみが回答し，85.4％が正答という

結果を報告している．このカナダの調査は，

LOSEF調査の質問の文言とは異なっており，

さらに，カナダの調査対象者は，都市部の比較

的高所得層の子弟であり，同国の高校生全体を

代表するものではない．しかし，日加両国にお

ける女性の年齢と妊娠に関する正答率を比較す

ると，LOSEFの日本女性の正答率は，カナダ

の高校生よりも 26.6 パーセント・ポイント低

い．さらに，日本では，この年齢と妊娠に関す

る知識については学歴と正の相関がみられてい

る．大卒男性の 56.9％および大卒女性では

72.0％が正しい知識を有していたが，一方で，

高卒男性では 41.9％，高卒女性は 49.8％しか

正しい知識を持っていなかった．

「喫煙で女性の受胎能力は低減する」という喫

煙が妊娠に及ぼすリスクに関する質問の正答率

は，男性は 80.2％，女性は 78.2％と，年齢と

妊孕性の知識に比べると顕著に高くなっている．

学歴別の正確な知識を持つ割合は，大卒男性

82.7％および大卒女性 83.5％となっている．
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高卒の人々の場合，男性 77.0％および女性

73.4％である．この質問項目についても学歴が

高いほど正確な知識を持つ割合が高いことが示

されているが，年齢と妊娠に関する知識よりは，

その差は小さい．

「性感染症に罹ったことのある人は，受胎能力

が減少する」という知識については，正確な知

識を持つ割合は，男性 56.6％，女性 58.1％と，

女性の年齢と妊孕性低下の質問とほぼ同様に低

い値となっている．正確な知識を持つ割合は，

大卒の場合，男性 58.4％，女性 61.6％，高卒で

は男性 54.6％，女性 55.5％となっており，こ

の知識についても，学歴が高いほうがわずかに

正確な知識を持つ割合が高くなっている9）．

次に，どのような人が正しい妊娠知識を持っ

ているのかについて，より詳しく個人属性を検

討するためにプロビット・モデルによる推定を

行った．被説明変数は，上記の 3つの妊娠知識

である．説明変数として，年齢，性別，学歴

（高卒未満，高卒，短大卒，大卒．基準は高卒），

婚姻状態（既婚，未婚，離死別者．基準は既婚），

子ども数，就業形態（「正規就業者」，「非正規就

業者」「無業」，基準は正規就業者），世帯所得，

居住地ダミーを用いる．さらに，過去において

妊娠に関する問題を抱えたことがあったかどう

かに関するダミー変数（「あなたご自身，または，

あなたの配偶者は，避妊をしないで性交渉を 1

年続けて子どもができなかったことがあります

か」という問いに「はい」と答えた場合に 1を，

それ以外は 0をあてはめた）を加えた10）．推定

結果は表 2であり，数値は限界効果を示してい

る．係数が正であることは，その説明変数が，

正しい妊娠知識に対して正の関連を持っている

ことを示している．

「今日では，40代の女性でも 30代の女性と同

じくらい妊娠する可能性がある」：女性の加齢

に伴う受胎率低下についての質問では，大卒者
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表 1．妊娠知識の記述統計量

注） 各セルの上段が平均値，中段が標準偏差，下段が標本数である．

女性の妊孕性は加齢
により低下する

喫煙で女性の受胎能
力は低減する

性感染症の罹患によ
り，受胎能力減少する

男性 女性 男性 女性 男性 女性

全サンプル

0.497 0.588 0.802 0.782 0.566 0.581

0.500 0.492 0.399 0.413 0.496 0.493

2892 2774 2888 2774 2882 2757

学歴別

高校卒未満 0.296 0.524 0.620 0.714 0.423 0.429

0.460 0.503 0.489 0.455 0.497 0.499

71 63 71 63 71 63

高卒 0.419 0.498 0.770 0.734 0.546 0.555

0.494 0.500 0.421 0.442 0.498 0.497

723 880 722 880 720 875

短大・高専卒 0.379 0.552 0.787 0.780 0.551 0.584

0.486 0.498 0.410 0.414 0.498 0.493

422 951 422 951 421 945

大学・大学院卒 0.569 0.720 0.827 0.835 0.584 0.616

0.495 0.449 0.378 0.371 0.493 0.487

1676 880 1673 880 1670 874



は，高卒者に比べて 15.4％高い正確な妊娠知

識を持っている．この正しい妊娠知識を持って

いる確率は，女性のほうが男性よりも 14.7％

高い．年齢は，基準カテゴリーの 20代後半と

比較して，30 代前半では 5.8％高く，30 代後

半で 6.6％高い．そして，40 代前半では 4.9％

低く，40代後半では 7.3％正しい妊娠知識を持

つ確率が低下する11）．また，既婚者と比較して，

未婚者では 7.4％，離死別者では 14.6％の人々

が，正しい妊娠知識を持っている確率が低い．

過去において，妊娠に関する問題を持っていた

人では，正しい妊娠知識を持っている確率が

3.8％高かった．このことは，不妊を経験した

人は，不妊の診断の結果として年齢と妊娠につ

いて学習し，正確な医学的知識を得た可能性を

示唆している12）．

「喫煙で女性の受胎能力は低減する」：「喫煙」

と妊娠に関する正しい知識を持つ確率は，基準

の高卒に比べて，高卒未満では 7.9％低く，短

大卒では 3.1％高くなり，大卒では 8.1％高い．

ここでも学歴が高いほど正確な知識を持ってい

ることがわかる．一方，この喫煙と妊娠の関係

の正しい知識は，婚姻状態，年齢，過去の妊娠

に関する問題などの個人属性とは関連が低かっ

た．

「性感染症に罹ったことのある人は，受胎能力
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表 2．妊娠知識のプロビット分析

注） レファレンス・グループは，学歴（高卒），就業（正規），居住地（その他の地域）である．

*は 10％，**は 5％，***は 1％水準で有意．

被説明変数

女性の妊孕性は加

齢により低下する

喫煙で女性の受胎

能力は低減する

性感染症の罹患により，

受胎能力は減少する

説明変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

20-24歳層 0.033 0.037 0.033 0.028 0.038 0.037

30-34歳層 0.058** 0.023 0.017 0.018 0.008 0.023

35-39歳層 0.066*** 0.022 −0.016 0.018 −0.034 0.022

40-44歳層 −0.049** 0.021 0.007 0.017 0.056*** 0.021

45-50歳層 −0.073*** 0.022 0.011 0.017 0.021 0.021

女性 0.147*** 0.017 −0.011 0.014 0.042** 0.017

高校卒未満 −0.051 0.046 −0.079** 0.040 −0.116** 0.045

短大・高専卒 0.012 0.019 0.031** 0.014 0.020 0.018

大学・大学院卒 0.154*** 0.017 0.081*** 0.014 0.051*** 0.017

未婚 −0.074*** 0.025 0.020 0.020 0.014 0.024

離別・死別 −0.146*** 0.033 −0.005 0.027 −0.021 0.034

子ども 1人 −0.014 0.026 −0.020 0.022 −0.010 0.025

子ども 2人以上 −0.031 0.023 −0.011 0.019 −0.025 0.023

不妊を経験 0.038** 0.018 0.009 0.014 −0.018 0.018

働いていない −0.021 0.026 0.021 0.020 −0.023 0.025

非正規 −0.034* 0.020 0.020 0.015 −0.021 0.019

自営 0.018 0.033 0.046* 0.023 0.003 0.032

世帯所得（対数値） 0.000 0.006 0.003 0.005 0.002 0.006

東京 0.016 0.016 −0.021* 0.013 −0.035** 0.016

中京 0.046* 0.026 0.013 0.021 0.007 0.026

大阪 −0.011 0.021 −0.005 0.017 −0.014 0.020

Pseudo R
 0.046 0.013 0.007

N 5666 5662 5639



が減少する」：この知識に関する正しい妊娠知

識を持つ確率は，女性は男性よりも 4.2％正確

な知識を持っている．基準カテゴリーの高卒に

比べて，高卒未満では 11.6％低く，大卒では

5.1％正確な知識を持っている確率が高かった．

プロビット分析による結果から，以下の事柄

が明らかになった．すなわち，学歴が高い人ほ

ど，3つの知識すべてにおいて正確な妊娠知識

を保有している．この理由として，教育機会が

限られている人では一般的なリテラシーが限ら

れており，ヘルスリテラシーも低く，健康や医

療に関する良い情報・適切な助言を得ることが

できない（杉森，2006）．そのため，妊娠知識に

ついても，学歴の水準が高いことは，健康関連

の情報を得やすいということが考えられる．

4．正しい妊娠知識を持っている人と持ってい

ない人とでは，子どもをもつ主観的期待確

率が異なるのか

本節では，女性の年齢と妊孕性の関係につい

て正しい理解をしている場合とそうではない場

合に，子どもを持つ主観的期待確率が異なるの

かどうかを検討する．女性の年齢と妊孕性の関

係についての正しい知識は，子どもを持つ時期

に影響を与えると考えられるため，女性の年齢

と妊娠の知識に焦点をあてる．そして，これら

の正確な知識を持たない人よりも，正確な知識

のある人のほうが，子どもを持つことについて

より正確な期待を持っているかどうかについて

分析する．

本分析では，サンプルを子どもがいない，20

歳から 44歳の女性及びその年齢の妻を持つ既

婚男性に限定する．年齢の上限は，ほとんどの

女性において自然妊娠が可能である年齢の上限

に設定した13）．分析対象を，子どものいない男

女に限定することには次のような理由がある．

それは，すでに子どもを持っている人は（例え

ば，母親学級への参加，妊娠や出産に関する自

身の経験を通じて），現実的な妊娠の可能性に

対する意識をもっていると考えられる．そのた

め，追加的な子どもを持つことの主観的期待は，

子どもを持っていない人とは異なる傾向を持つ

と考えられるからである．

表 3 は，妊娠知識の質問（「今日では，40 代

の女性でも 30代の女性と同じくらい妊娠する

可能性がある」）に対し，正解と不正解であった

場合にサンプルを分けた上で，子どもを持つこ

との主観的期待確率をグループごとに分けて記

述統計量を示したものである．上のパネルは女

性であり，年齢区分は回答者自身のものである．

下のパネルは男性である．男性の場合は，サン

プルを既婚男性に限定し，年齢区分は回答者の

配偶者である妻の年齢で示しているが，主観的

期待確率や妊娠知識に対する回答は男性自身が

回答したものである．具体的には主観的期待確

率として「今後 5 年以内に第 1 子を持つ可能

性」，「生涯にわたり子どもを持つ可能性」，「生

涯にわたり 2人以上の子どもを持つ可能性」，

「生涯にわたり 3人以上の子どもを持つ可能性」

の 4つである．この表において，各年齢層につ

き上段は平均値，下段のカッコ内は標準偏差で

ある．

はじめに，25-29 歳層，30-34 歳層そして

35-39 歳層の各年齢層の女性では，「今後 5 年

以内に第 1子を持つ可能性」，「生涯にわたり子

どもを持つ可能性」，「生涯にわたり 2人以上の

子どもを持つ可能性」は，すべて，正しい妊娠

知識を持っていない人々よりも，正しい妊娠知

識を持っている人々のほうが高かった．しかし，

40代前半の女性（自然妊娠が難しくなる年齢）

では，これが逆転した．すなわち，女性の年齢

と妊孕性の知識について，正しい知識のない

人々のほうが，正しい妊娠知識を持っている

人々よりも，子どもを持つ主観的期待確率をよ

り高く持っている．40代前半の配偶者を持つ

子どものいない男性も，これと同様のパターン

を示していた．これらの男性は，正しい妊娠知

識を持っている場合より，正しい妊娠知識を持

っていない場合のほうが，「今後 5年以内に第

1子を持つ可能性」，「生涯にわたり子どもを持

つ可能性」，「生涯にわたり 2人以上の子どもを

持つ可能性」を約 10％高く持っている．

次に，回帰分析を用いて，子どもを持つ主観
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的期待確率に関して，「女性の加齢に伴う受胎

率低下」の妊娠知識の影響を推定する．ここで

は，女性の年齢によって影響が異なるかどうか

を分析するために，年齢階級ダミーと正しい妊

娠知識ダミーの交差項の係数を推定することに

焦点を当てる．回帰分析に含めるその他の説明

変数は，年齢，学歴，婚姻状態（女性サンプル

のみ），就業形態，世帯所得そして居住地であ

る．すでに，3節で述べたように，過去におい

て妊娠に関する問題を経験したことのある人は，

正しい妊娠知識をより多く持っている可能性が

ある．同様に，子どもが欲しい人ほど，妊娠知

識に関する正確な情報を獲得する可能性がある

と考えられる．そうであれば，「子どもを欲し

くないダミー変数」と「正確な妊娠知識変数」

には，負の相関がある．従って，「子ども希望

有無ダミー変数」を説明変数に加えないで回帰

分析を実行すると，正確な妊娠知識がある人の

方が，子どもをより欲しいと思っている可能性

があり，「妊娠知識」変数を過大に推定してし

まう可能性がある．そこで，本分析では，（ⅰ）

過去において妊娠に関する問題を経験したかど

うかのダミー変数と，その変数と年齢ダミーと

の交差項，そして（ⅱ）子どもを欲しくないダミ

ー変数と，その変数の年齢ダミーとの交差項を

も含めて分析する．このようにして，子どもが

欲しいか否かをコントロールした上で，正確な

妊娠知識が子どもを持つ主観的期待確率に与え
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サンプル：20歳から 44歳の子どもがいない女性

今後 5年以内に子どもを持つ
可能性

生涯にわたり子どもを持つ

可能性

生涯にわたり 2人以上子ども
を持つ可能性

生涯にわたり 3人以上子ども
を持つ可能性

年齢 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N

20-24 36.7 48.6 94 64.0 63.7 94 49.1 49.2 93 23.8 26.5 92

（29.5） （36.3） （32.6） （34.4） （32.2） （31.9） （23.9） （26.2）

25-29 57.4 48.1 417 66.4 58.3 412 52.9 46.7 411 23.5 22.7 411

（33.1） （35.1） （31.3） （35.5） （30.6） （32.6） （23.1） （26.3）

30-34 53.2 50.6 201 53.4 50.4 193 37.3 33.9 196 11.9 15.7 194

（34.8） （36.3） （34.2） （34.4） （27.6） （31.5） （19.7） （22.7）

35-39 35.5 28.4 141 29.2 25.7 135 15.1 13.8 135 5.51 6.71 135

（34.7） （31.0） （30.7） （32.2） （21.4） （22.9） （13.0） （16.4）

40-44 10.0 14.6 82 7.15 12.9 82 2.09 8.53 82 0.89 1.89 83

（20.6） （24.2） （14.6） （22.9） （8.33） （19.7） （4.63） （7.01）

サンプル：妻の年齢が 20歳から 44歳の子どものいない既婚男性

今後 5年以内に子どもを持つ
可能性

生涯にわたり子どもを持つ

可能性

生涯にわたり 2人以上子ども
を持つ可能性

生涯にわたり 3人以上子ども
を持つ可能性

妻の年齢 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N 正しい知識 誤った知識 N

20-24 100.0 2 100.0 2 90.0 2 60.0 2

（0.00） （0.00） （14.1） （56.6）

25-29 86.5 78.1 80 73.9 78.3 79 62.1 55.9 77 27.2 21.8 77

（19.1） （25.2） （24.3） （24.4） （24.2） （33.9） （21.9） （20.8）

30-34 76.1 77.5 86 70.0 69.3 81 48.0 51.3 79 19.7 26.2 80

（30.2） （29.7） （29.8） （28.9） （27.5） （25.6） （21.0） （22.1）

35-39 54.8 47.7 69 44.4 42.7 65 26.8 20.7 65 9.31 6.07 64

（34.1） （34.8） （34.6） （31.8） （25.0） （24.7） （16.7） （11.7）

40-44 16.7 25.3 75 8.89 23.7 73 1.25 13.7 73 0.39 4.47 73

（26.9） （29.6） （15.2） （32.5） （2.81） （23.7） （1.10） （13.1）

表 3．妊娠知識の記述統計量



る効果を分析する14）．

表 4は，現在子どもがいない，20歳から 44

歳の女性サンプルの結果を示している．20代

前半の女性では，「5年以内に子どもを持つ可

能性」は，正しい妊娠知識を持っていない人に

比べて，正しい妊娠知識を持っている人は

12.9％低く見積もっている．「生涯にわたり子

どもを持つ可能性」，「生涯にわたり 2人以上の

子どもを持つ可能性」，「生涯にわたり 3人以上

の子どもを持つ可能性」については，20 代前
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表 4．妊娠知識が子どもを持つ主観的期待確率に与える影響

注） レファレンス・グループは，学歴（高卒），就業（正規），居住地（その他の地域）である．*は 10％，**は 5％，***は 1％

水準で有意．

サンプル：20歳から 44歳の子どもがいない女性



半の女性では，正しい妊娠知識を持っていない

人と，正しい妊娠知識を持っている人の間には

有意な差はなかった．それゆえ，正しい妊娠知

識を持っている 20代前半の女性は，正しい妊

娠知識を持っていない人と同様に子どもを持つ

ことについて考えていることが示されている．

しかしながら，「5年以内に子どもを持つ可能

性」を，より小さく見積もっていることがわか

った．

25-29 歳層，30-34 歳層，そして 35-39 歳層

の女性グループでは，子どもを持つ可能性につ

いて，正しい妊娠知識を持っていない人と，正

しい妊娠知識を持っている人の間には有意な差

はなかった．しかし，40 代前半の女性では，

正しい妊娠知識を持っていない人よりも，正し

い妊娠知識を持っている人のほうが，「今後 5

年以内に第 1 子を持つ可能性」については

10.6％低く，「生涯にわたり子どもを持つ可能

性」については 8.6％低く，そして「生涯にわ

たり 2人以上の子どもを持つ可能性」について

は 10.0％低く考えていることが示されている．

言い換えれば，この年齢層では，正しい妊娠知

識を持っていない女性は，正しい妊娠知識を持

っている人よりも，子どもを持つ可能性につい

て高く見積もっているということがわかる．す

なわち，40 代前半の女性で，正しい妊娠知識

を持っていない場合，正しい妊娠知識を持って

いる人と比べて，子どもを持つ可能性を高く考

えており，そのことは，子どもを持ちたいと思

っても，その時点では，高年齢ゆえに妊娠が困

難になるという状況に陥ってしまう可能性があ

ることを示唆している．しかし，「生涯にわた

り 3人以上の子どもを持つ可能性」については，

正しい妊娠知識の有無と主観的期待確率には有

意な差はなかった．表 3で見たように，この年

齢層における，将来 3人以上の子どもを持つこ

とを期待する平均値は，それぞれ 0.89 と 1.89

と低い値であった．

次に，妻の年齢が 20-44歳の子どものいない

既婚男性の分析結果について説明する．推定結

果は表 5である．ここでの子どもを持つ可能性

は，「調査対象者である男性」が考えているも

のである．配偶者（妻）の年齢が，25-29歳層，

30-34歳層，そして 35-39歳層である男性の場

合，正しい妊娠知識を持っている人と持ってい

ない人との間には，子どもを持つことの主観的

期待に有意な差はなかった．しかし，配偶者

（妻）の年齢が 40代前半である男性の場合，正

しい妊娠知識を持っていない男性よりも，正し

い妊娠知識を持っている男性のほうが，「生涯

にわたり子どもを持つ可能性」は 11.9％低く，

「生涯にわたり 2人以上の子どもを持つ可能性」

は 11.6％低く，そして「生涯にわたり 3 人以

上の子どもを持つ可能性」については 3.7％低

かった．このことは，言い換えれば，配偶者の

年齢が 40代前半である男性の場合，女性の加

齢と妊孕性についての正しい知識のない男性の

ほうが，加齢と妊孕性についての正しい知識の

ある男性よりも，彼の配偶者が妊娠することは

実際には難しいにもかかわらず，子どもを持つ

可能性を高く見積もっていることを示唆してい

る．

以上の表 3から表 5の分析においては，男性

は既婚者に限定していたが，女性は既婚者だけ

でなく未婚者も含んでいた．そこで，次に，女

性を未婚者と既婚者に分けて分析した．その結

果，40 代前半の未婚女性で，正しい知識があ

る人は，正しい知識がない人よりも，子どもを

持つことの主観的期待が有意に低かった15）．し

かし，40 代前半の既婚女性の場合は，正しい

妊娠知識を持っていない人の大半が，子どもを

欲しいと思っておらず，子どもを持つことへの

主観的期待を 0％と回答している．一方，40

代前半の妻をもつ既婚男性は，正しい知識を持

っていない人の方が，子どもを持つことの主観

的期待を高く見積もっていた．これらの結果が

示唆していることは，「女性は加齢と共に妊孕

性が低下する」という知識を，夫婦が共有して

いない可能性がある，ということである．

本節の結果から，女性が妊娠可能な年齢の時

期に，女性だけではなく男性にも正しい妊娠の

知識を普及することの必要性を示している．正

しい妊娠知識は，子どもを持つ時期や何人の子

どもを持つかという意思決定をするときに，よ
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り良い情報をもたらすのである．

5．結論

本論文では，全国レベルの個票データを用い

て，どのような人が正しい妊娠知識を持ってい

るかを明らかにした．その結果，日本において，

「加齢とともに女性の妊孕性が低下すること」

については，約半数のみしか認識しておらず，

特に，低学歴者で正確な知識が乏しいことがわ

かった．
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表 5．妊娠知識が子どもを持つ主観的期待確率に与える影響

サンプル：妻の年齢が 20歳から 44歳の子どものいない既婚男性

注） レファレンス・グループは，学歴（高卒），就業（正規），居住地（その他の地域）である．*は 10％，**は 5％，***は 1％水準で有

意．



また，妊娠に関する正確な知識の差によって

子どもを持つ主観的期待確率に差があるのかに

ついても検討した．この分析では，40 代前半

の女性及びその年齢の配偶者をもつ男性では，

正しい妊娠知識を持っている人より，正しい妊

娠知識のない人のほうが，子どもを持つ可能性

をより高く考えていることを明らかにした．し

かし，25歳から 39歳までの女性では，正しい

妊娠知識の有無と子どもを持つ主観的期待確率

に有意な差はなかった．それゆえ，妊娠につい

ての知識は，39歳以下の女性およびこの年齢

の配偶者を持つ男性のグループは，彼ら自身が

子どもを持つことについての機会についての認

識には，影響を及ぼさない．しかし，40 代前

半の女性とその年齢の配偶者をもつ男性にとっ

ては，妊娠知識は影響を及ぼしていることがわ

かった．

日本において（妊娠適齢期を過ぎた）高年齢女

性が，なぜ海外の同世代の人々よりも子どもを

持たないのかについてはいくつか理由がある．

第 1に，日本では，子どもの養子縁組は夫婦に

とって選好されないからである．第 2には，若

い女性からのドナー卵子を用いた生殖補助医療

は認可されていないことがある．そして，第 3
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の理由として，40代前半の女性とその年齢の

配偶者をもつ男性は，まだ子どもを妊娠する機

会についての期待について不正確で非現実的な

自信を持っているということである．これらの

人々は，妊娠したいと考えた時には，すでに妊

娠が困難になる可能性が高いことを示唆してい

る．

本研究での分析結果から，40 代前半の女性

及びその年齢の配偶者をもつ男性で，正しい妊

娠知識を持っていない人は，女性の年齢が高く

なるゆえに妊娠が困難な状況でも，今後も高い

確率で子どもが持てると考えており，子どもが

欲しいのに持てないという状況に陥る可能性が

あることを示した．それは，夫婦が妊娠したい

と考えた時には，妊娠が困難になる可能性があ

ることを示唆している．もし，40 代前半の女

性とその年齢の配偶者をもつ男性が，40代に

なれば妊孕率が低下するという事実を若い時期

に理解していれば，40 歳になるまでに，子ど

もを持つことを動機付けるものとなると考えら

れる．これらの点を実証分析により頑健に示し

たことは今後の社会保障政策における少子化対

策にとって重要な意味を持つと考えられる．

本研究の結果として，正しい妊娠知識の普及

は，女性のみならず，男性にも必要であること

を示した16）．夫婦は，妊娠に関する正しい知識

を持つことで，妻の妊娠適齢期に子どもを持つ

計画を立てることができ，それにより，子ども

を持つ可能性が上昇する．一方で，一般的に，

社会人としてのキャリア形成のためには，若い

時期における就業蓄積が重要である．そのため，

特に，女性にとっては若い時期に子どもを持つ

ことは，キャリアの発展を阻害してしまう可能

性もある（Gicheva 2013）17）．その結果，女性が

キャリアを形成し，社会でより一層活躍したい

と希望すればするほど，若い年齢で出産する傾

向は低下する可能性がある．女性の活躍が望ま

れている日本において，どのように仕事と生活

のバランスをとるかという重要な課題に，女性，

そして夫婦は直面することになると考えられる．

少子化が進行している日本においては，出産，

育児と仕事との両立ができやすい状況を，社会

として支援する政策を立案，実行することが今

後益々必要になってくると考えられる．

（一橋大学経済研究所・佐賀大学経済学部）
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1） 多くの妊娠率のデータから，女性の年齢と妊娠

率には負の関係がみられるが，その関係には，さまざ

まな要因が混在している可能性がある．そのため，女

性の加齢による妊孕性の低下を正確に検証することは

難しい．さらに，女性の妊孕力を計測するには，パー

トナーがいて，継続的に性交渉があり，妊娠意図のあ

る女性の妊娠率を調べる必要があるが，Konishi and

Tamaki（2016）によると，日本においては，すぐに子

どもが欲しい夫婦でも 16％は半年に 1回未満，既婚

者全体では 27％が半年に 1回未満の性交渉である．

そのため，女性の加齢と妊娠率の負の関係には，医学

的な要因だけでなく，経済的，社会的，心理的な要因

が関わっている可能性がある．

2） 女性の大学進学率（短期大学を含む）は，1975

年には 32.9％であったが，2017年には 57.7％に上昇

している（文部科学省「学校基本調査」（2017））．また，

女性の労働力率（25〜34 歳）は，1975 年には，43.2％

であったが，2017年には 78.5％に上昇している（総務

省統計局「労働力調査」（2018））．

3） 女性の初婚年齢は，1980年には 25.2歳であり，

2015年には 29.4歳となった．女性の第 1子平均出産

年齢は 1980 年には 26.1 歳であったが，2013 年には

29.8歳と上昇している（国立社会保障・人口問題研究

所「人口統計資料集」（2017改訂版））．国立社会保障・

人口問題研究所「出生動向基本調査」（2015）によると，

不妊を心配したことがある夫婦の割合は 35.0％と 3

組に 1組を超えており，現在子どものいない夫婦に限

れば 55.2％と半数を超えている．また，実際に不妊

の検査や治療の経験がある（現在治療中を含む）夫婦の

割合は，2005年の調査では 13.4％，2010年調査では

16.4％であったが，2015 年調査では 18.2％と増加し

ている．

4） 米国では，2010 年における 6 歳以下の子ども

の養子は 1.7％であった（Kreder and Lofquist, 2014）．

生殖補助医療（ドナー卵子の使用を含む）を伴う出生数

は，2011 年において 7,903 人であった（Centers for

Disease Control and Prevention, 2013）．後者の値は

2011年の出生数の 0.2％であり，養子の割合よりはる

かに少ない．米国では，女性の年齢にかかわらず，ド

ナー卵子を用いた生殖補助医療による出生率は 46.7％

である．しかし，その女性自身の卵子を用いた生殖補
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助医療の出生率は，女性の加齢とともに低下する．と

りわけ，自身の卵子を用いた生殖補助医療の場合の出

生率は，34歳以下のグループでは 40.0％，35-37歳層

で 31.9％，38-40歳層で 21.5％，40-42歳層で 12.1％，

43-44 歳層で 5.3％，45 歳以上では 1.1％であった

（Centers for Disease Control and Prevention, 2013）．

5） 米国では養子を迎えることが広く普及しており，

不妊治療を受ける人々の中には，同時に養親希望者の

待ち行列に名を連ねる場合も多く，実子と養子の代替

性が高い（Moriguchi, 2012）．Gumus and Lee（2012）は，

養子縁組 10％の増加は生殖補助医療の周期数を 1.3-

1.5％低下させることを明らかにしている．対照的に，

Moriguchi（2010），森口（2012）によると，日本では，

生殖補助医療の周期数の養子縁組への影響は小さい．

6） 日本産婦人科学会の会告によると，卵子提供は，

日本の法律では禁止されていないが，日本産婦人科学

会では，国内での卵子提供を認めていない．そのため，

海外で第三者から卵子提供を受けるしかなく，年間

300〜400人が海外での卵子提供で生まれているとい

う推計がある（日本経済新聞 2013）．2013年には，自

分の卵子を若いときに凍結保存するということが，健

康な未婚女性にも日本生殖医学会で認められた．しか

し，未授精卵子および卵巣組織の凍結・保存は技術的

な問題により，実用普及段階に至っていない．（日本

生殖医学会，2013）．

7） 個人の正確な妊娠知識に関する研究がいくつか

存在する．例えば，ブリティッシュ・コロンビア大学

の女子大学生は，加齢とともに妊孕率が低下すること

は知ってはいるものの，すべての年齢層で妊娠しやす

さを過大評価し，40歳を超えた場合に年齢とともに

妊孕率が急激に低下することには気付いていない

（Bretherick et al., 2010）．また，イスラエルの大学生

を対象にした調査では，学生は，すべての年齢層で自

然な妊娠の可能性について過大評価しており，40代

半ばを過ぎて妊娠が困難であることに気付いている学

生はわずか 11％であったことなど，正しい妊娠知識

は限定的であることを示した（Hashiloni-Dolev et al.,

2011）．なお，Bunting et al.（2013）の調査について，

近年，田中（2016）は，同調査は，英語から多数の異な

る言語に訳され実施されたが，それぞれの国の文化的

背景を踏まえた正確で適切な訳がされていたかに関し

て疑問を呈している．

8） Bunting et al.（2013）による国際比較調査では，

女性，34 歳以上，大学卒業者，賃金労働者，都市部

居住者は正確な妊娠知識を持っていることを見出した．

Maeda et al.（2016）は，13-item Cardiff Fertility

Knowledge Scaleの日本版をもとに 2013年に日本で

オンライン調査を実施した．彼らは，以前の調査時よ

りは妊娠知識が向上しているが，まだ低いことを報告

している．

9） Quach and Librach（2008）では，「喫煙は不妊の

リスクを増大させる」という質問に男子生徒の 66.7％，

女子生徒の 66.0％が正しく回答をした．また，「性感

染症は，不妊の原因となる」という質問には，男子生

徒の 55.0％，女子生徒の 59.9％が正答であった．日

本の回答者と同様に，性感染症と不妊との関連よりも，

喫煙と不妊との関連についてのほうが，正しい知識を

多く持っていた．

10） 不妊に関する医学的な定義は，通常の避妊を

しない性交渉を 12か月かそれ以上続けた後に医学的

な妊娠に至らない場合に，妊娠に関する病気と定義さ

れる（Zegers-Hochschild et al., 2009 ; World Health

Organization, 2009）．

11） 日本においては，学校教育の場での性教育は，

避妊や性感染症に関することが主であり，正確な妊娠

に関する知識，とりわけ不妊については，積極的に学

校教育で教えられてこなかった．しかし，近年，高校

の教科書に，不妊のリスク要因として年齢との関係，

喫煙が妊娠に及ぼす悪影響についても記載されるよう

になった（厚生労働省，2013）．その中で，田中（2017）

は，妊娠や出産などに関する医学的・科学的に正しい

知識を教えることの難しさを指摘している．

12） この関係が男女で異なるかどうかを分析する

ために，男女別にプロビット分析を行った．その結果，

過去において妊娠に関する問題を持っていた場合，正

しい妊娠知識を持っている可能性が，女性では 5.2％

有意に高いのに対して，男性は 2.4％高いものの有意

ではなかった．この分析結果から，女性の方が，不妊

を心配したときや不妊と診断された際に，妊娠のこと

について男性よりも，より積極的に知識を取り入れ学

習している可能性がある．

13） American Society for Reproductive Medicine

（2012）によると，ほとんどの女性は，40 歳代半ばで

自然妊娠，および，その女性自身の卵子を使用する生

殖補助医療による妊娠が困難になるとある．しかし，

早乙女（2017）によると，日本において，1920 年代に

は，40-44 歳女性でも，毎年 11 万件の自然妊娠によ

る子どもが産まれている．それは，全出生数の 5％程

度の子どもが 40-44歳の女性から産まれていることに

なる．

14） 子どもが欲しい人ほど，正しい妊娠知識を持

ち，若くして子どもを産み，サンプルから脱落してい

く可能性がある．そのため，サンプルには，年齢とと

もに，子どもが欲しくないと思う人の割合が増える可

能性がある．そのため本論文では，子どもが欲しいか

否かをコントロールした上で，各年齢区分において，

正確な妊娠知識の保有と子どもを持つ主観的期待確率

の関連を分析する．

15） 40代前半の未婚女性では，正しい妊娠知識を

持っていない人よりも，正しい妊娠知識を持っている

人のほうが，「今後 5年以内に第 1子を持つ可能性」

については 21.4％低く，「生涯にわたり子どもを持つ

可能性」については 8.2％低く，そして「生涯にわた

り 2人以上の子どもを持つ可能性」については 7.8％

低く考えている．

16） 日本では，2013年に政府により，女性限定で

「女性手帳（仮称）」という妊娠と健康に関する情報を

掲載した手帳を配布する計画があったが頓挫した．学

校教育段階での教育，一般の人々に対しては様々な情

報媒体による啓蒙を通じて正確な妊娠知識の普及は，

女性だけでなく男性にも必要である．

17） Blackburn et al.（1993）は，人的資本により多

く投資する女性は，早い時期ではなくむしろ遅くに子

どもを持つ傾向がある．妊孕率は加齢とともに低下す
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るため，若い時期に人的資本に投資する女性は，生物

学的な子どもを持つ機会が低下するということを見出

した．また，Buckles（2007）は，不妊治療に対するア

クセスの向上は，女性の人的資本への投資を促進させ

る，という研究を行った．さらに，Machado and

Sanz-de-Galdeano（2011）は，不妊治療への容易なアク

セスは，母親になる時期を 3から 5か月早めることを

報告している．
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